
はじめに

私自身は数年前から，学部と大学院の講義において，専門用語を学生に

紹介するとき英語ととともに中国語（漢語）を併記するようにしてきた。

この研究ノートは，大学の講義における中国語併記の必要性を議論した冒

頭の部分と，その中国語と日本語との違いを例解した中間部分，そして実

際に授業で用いる用語集からなる最後の部分の計３部分から構成されてい

る。

１． 授業における中国語併記の必要性

日中の歴史的・地理的な関係や，経済交流・人的交流の拡大を考えると

私たち日本人が中国語を学習することの重要性は自明に思えるがなお異論

もあるかもしれない。この冒頭部分では，概ね２１世紀初頭を転換点に経

済交流・人的交流の両面において，中国語圏との交流が，アメリカあるい

は対ヨーロッパを上回りつつあることをまず確認したい。

最初に貿易相手国としての中国の位置を確認する（表１―１）。まず輸出相

手としての位置である。よく知られているように日本ではアメリカが輸出

先として筆頭にある。輸出先という意味でのアメリカの位置はなお大きい

が，中国の存在は次第に大きくなっている。２００６年現在で中国は国別輸

出先としては２番目，アメリカの３分の２程度の規模になっている。しか
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し中国に香港，台湾を加えたものを仮に中国語圏と呼ぶと，２００３年頃か

ら中国語圏への輸出はアメリカへの輸出を上回るようになっている。なお

輸出の問題について，現地生産の拡大や第三国たとえば中国経由の輸出な

どの論点もあることはいうまでもない。

次に輸入相手国としての中国の位置を確認する（表１―２）。まず中国語圏

からの輸入がアメリカからの輸入を上回るのは輸出より３年早い２０００年。

そして２００３年に中国は，国別輸入先の筆頭に位置するようになる。なお

輸入についても，委託生産や加工されたものの再輸入，あるいはその再輸

出など多数の論点があることを付言しておく。

このように貿易，つまり物の交流面で中国，そして中国語圏の存在は圧

表１―１ 地域別輸出構成の推移（暦年 ％）

表１―２ 地域別輸入構成の推移（暦年 ％）

資料：表１―１表１―２ともに日本貿易会『外国貿易概況』
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倒的になりつつある。多くの考慮すべき点はあるが，見かけの上では，２０００

年代に入ってまず輸入でそして続いて輸出で，日本にとって主たる相手先

はアメリカから中国語圏に移ったといえる。

次に人的交流の側面をみよう。

表１―３は受入国統計と呼ばれるもので，日本人の海外渡航先の傾向を反

映するものである。この統計は様々の基準の各国統計の集計であるため，

構成比の計算をするのは適切でないが，ここでは傾向をみるためあえて構

成比率を用いる。この統計によれば中国語圏への移動が２１世紀初頭にア

メリカやヨーロッパへの移動を上回り，少なくとも２００４年まではこの傾

向が続いていた。

次に海外からの渡航をみよう。表１―４は入国者統計である。しばしば日

本社会の国際的閉鎖性が問題にされ，また近年は小泉政権のもとで中国や

韓国との関係の悪化が指摘されたが，この統計によると，外国人の入国者

数はほぼ順調に増加している。１９９８年から２００６年の８年間でほぼ倍増し

ている。ゆっくりとではあるが日本社会が開放性を増していることがわか

る。表１―４から読み取れるように，我が国への入国者は，中国，韓国，そ

表１―３ 日本人海外旅行者の渡航先構成比の推移 (1999-2004)

１９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４

中国 ８．８％ ９．０％ １０．８％ １３．５％ １２．８％ １５．８％

香港 ５．３ ５．７ ６．１ ６．３ ４．９ ３．３

台湾 ３．７ ３．８ ４．４ ４．５ ３．８ ４．０

小 計 １７．８ １８．５ ２１．３ ２４．３ ２１．５ ２３．１

韓国 ９．８ １０．１ １０．８ １０．５ １０．２ １１．６

アメリカ ２１．７ ２０．７ １８．５ １１．９ １７．９ １７．７

ヨーロッパ ２１．８ ２１．６ ２０．５ ２０．２ ２１．１ １５．３

注） アメリカにはグアム，ハワイなど本土外を含む。受入国統計から算出。
資料：日本旅行業協会 単位：％
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してアメリカの国籍の者が多い。近年の特徴は，アメリカ国籍の者の入国

者数が停滞気味であるなかで，アメリカ以外の国籍のもので日本に入国す

るものが増えたことである。ここではアメリカ国籍の入国者に比べた中国，

台湾，韓国の各国国籍の入国者の倍率の推移を取ってみた（表１―５）。これ

によれば，韓国と中国の入国者が顕著に増加している。そして２００５年か

ら２００６年にかけて，中国国籍の入国者数が遂にアメリカ国籍の入国者数

を実数で上回るようになった（倍率が１倍を超えるようになった）のは象徴

的な出来事である。大学の教育はこの社会の変化に敏感に対応することが

求められているのではないか。

国際化の進展とともに，中国や韓国との物的・人的な交流がこれまでに

表１―４ 入国者国籍別内訳の推移 (1998-2006)

資料：法務省入国管理局『出入国管理』各年 単位：人

表１―５ アメリカ国籍入国者を１とする各国国籍入国者の倍率の推移 (1998-2006)
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なかった密度に深化しつつある。またそうした中で，ゆるやかにではある

がアメリカの比重が相対的に低下しつつある。こうした社会の変化に私た

ちは組織として個人としてどのような対応が可能なのか。個人のレベルで

は，私たちは中国や韓国という要素を講義や研究の中にもっと取り入れる

ことを模索してよいのではないか。

もっとも中国語の表記を講義に取り入れることには，初学者の多い学部

学生に混乱を招くなどの疑問が出るかもしれない。私は，大学の外でも中

国語表現を目にする機会がすでに増えており，中国語表現の正確な意味を

大学で教えることの重要性は高まっているので積極的に中国語表記を導入

すべきだと考える。

また中国語圏からの留学生，学部で中国人留学生を受け入れていない私

たちの大学については，大学院留学生になるが，彼ら留学生にとっては，

このような中国語併記は学習上の負担の軽減につながるメリットもある。

ただ中国からの大学院留学生は今後増えるかどうかわからないといった疑

問があるかもしれない。もちろん個々の大学院で留学生が今後どうなるか

は，その大学院の留学生政策によるところが大きい。しかし当面，日本全

体では中国人大学院留学生の増加が見込まれる。

中国人大学院留学生増加の大きな要素になるとされているのは大卒者の

就職難である。中国国内では，大学生が急速に増えるなかで，大卒者が満

足できる就職機会が保証されていない問題が数年前から指摘されている。

そこで海外の言葉と文化をマスターし，さらには海外で学位を得て，海外

で就職して現地化しあるいは帰国したとき内外企業に就職する際に有利に

なることを期待するニーズが強くなっている（遠藤 2006，191，194；遠藤 2007

②，24-27）。中国の「考研 kaoyan」（大学院受験）ブームは紺野 (2006) や菅

原 (2006) など多数の文献が繰り返し伝えている。なお考研 kaoyan は�士

（碩士 shuoshi：修士）の取得を目指す大学院入学試験。博士 boshi の取得を

目指す大学院入学試験は考博 kaobo という。
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遠藤誉さんは中国人留学生問題の権威として知られるが，１９９０年代末

以降，一方では日本型経済モデルの限界も言われた中で，中国から日本へ

の留学が衰えなかった理由をつぎのように分析している。まずもっとも人

気が高いアメリカに留学するのは，小さい頃から TOEFLE で高い点を取

るような特訓コースで歩んでいないとむつかしい。そこで人生の途中で留

学を考えた人たちにとって日本が留学の受け皿になっていると（遠藤 2000，

140-143）。だとすると今回のように大学卒業を控えての進学決断のケース

では，日本への大学院留学希望者が多く出ることが見込まれよう。

また私は修学費用の問題もあると考える。中華人民共和国建国以来，中

国の大学は無料だった。しかし国家財政に与える負担が莫大だということ

もあり１９９４年に有料化が始まった。その費用は当初は１００元とされてい

たが１９９０年代後半に入るころには１０００元といわれ，最近では宿舎費を含

めると５０００元以上に高騰しているとされる（遠藤 2007①，17；付 2005，9）。

５０００元として日本円に１元１６円で換算して８万円，２０円で換算して１０

万円である。また近年増加している，正規の高等教育機関（普通高等教育

機関）として認定されていないものが多い��大学（民弁大学 minbandaxue

私立大学）の学費は１万元を超えていると指摘される（苑 2002，15）。こ

のように中国国内の学費がすでに必ずしも安くないことは，海外留学の心

理的ハードルを下げることになろう。

改めて中国の高等教育の普及を確認しよう。普通高等教育機関に在学す

る学生数は，１９９０年には２０６万人，同就学率は５％台とされていたが，

２０００年には５５６万人，就学率は１１％といずれも１０年で２倍以上になっ

た（苑 2002，13）。このほかに，��大学や各種成人高等教育機関などそ

の他の高等教育機関に在籍する学生数が１００万を超えているとされる（苑

2002，14）。表１―６によると，２０００年から２００４年のわずか５年間に普通高

等教育機関に在学する学生数は，再度２倍以上増えている。ここでも大学

院の伸び率が際立って高いことが注目されよう。歴史上，類例を見ないよ
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うな急激な高学歴化，大学教育の大衆化が中国社会で進行しているとみて

よい。

この高等教育大衆化の流れの中で，日本に留学する中国人学生数も急増

表１―７ 中国の大学卒業者（単位：万人） 資料：asahi.com on Feb. 27, 2007

表１―６ 中国の学生数の推移 資料：文部科学省『教育の国際比較』各年

１９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００４／２０００

大学
専科学校

３，８５２
（３５８）

５，１９９
（４２９）

６，４７４
（４６０）

７，８３７
（５０９）

９，１８８
（５７５）

１０，６５２
（６６５）

２．０５倍
１．５５

職業技術学校 ２３４
（２７）

３６２
（３４）

７１７
（７２）

１，１９７
（１１０）

１，８９９
（１４９）

２，６８３
（１９３）

７．４１
５．６７

大学院 ２３４ ３０１ ３９３ ５０１ ６５１ ８２０ ２．７２

小 計 ４，３２０ ５，８６２ ７，５８４ ９，５３３ １１，７３８ １４，１５５ ２．４２

高級中学 １０，４９７ １２，０１３ １４，０５０ １６，８３８ １９，６４８ ２２，２０４ １．８５

職業中学 ５，３３９ ５，０３２ ４，６６４ ５，１１５ ５，２８４ ５，１６９ １．０３

中等専門学校 ５，１５５ ４，８９５ ４，５８０ ４，５６４ ５，０２４ ５，５４５ １．１３

技術労働者学校 １，５６０ １，４０１ １，３４７ １，５３０ １，９３１ ２，３４５ １．６７

小 計 ２２，５５１ ２３，３４１ ２４，６４１ ２８，０４７ ３１，８８５ ３５，２６３ １．５１

初級中学 ５７，２１６ ６１，６７６ ６４，３１１ ６６，０４１ ６６，１８４ ６４，７５０ １．０５

注） 香港，マカオ，台湾を除く （ ）内は教員数 単位：１０００人 倍
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した。表１―８から読み取れるように，２０００年から２００４年の間，日本の高

等教育機関に在学する留学生総数が２倍強増加したその間に，香港を含む

中国本土からの留学生の数は３倍増加した。留学生総数に占める中国本土

からの留学生の比率はおよそ半分から３分の２程度にまで上昇した。しか

し他方では表１―９に見るように，この間の中国人留学生の増加は学部以下

の学生の増加が主体で大学院留学者はそれほど増えていない。しかし今後

は，大卒者の就職難もあり，より上位の学位を求めて大学院留学者が急増

すると見られるのである。

なお中国では高校（高級中学）を終えて大学（高等学校）に進学するとき，

二つの試験制度の関門がある（以下の記述は基本的に王 (2006) による）。一つ

は省・自治区・直轄市単位で実施される「会考 huikao」である。これは

日本語では高校卒業試験制度と訳されているもので，科目（全９科目）ご

とに高１と高２の６月（中国は９月始まりで６月から７月が年度末）と高３の

３月に分散実施され（毎年３月に不合格科目について追試がある），高３の５月

には合格者に省教育委員会から高校卒業成績証明書，高校卒業試験合格証

が発行される。会考の合格率は９５％とされ合格の難易度は高くないが，

ABCDE の５段階評価が出されるので学力の判定に使うことができる。

この「会考」に対して高３の６月に全国統一試験で実施されるのが，「高

考 gaokao」と呼ばれる大学入学統一試験である。一般には高校卒業試験

合格証取得が，「高考」受験の要件となるが，上海市，湖北省，江蘇省の

ように二つの試験の重複が高校生に過重負担になっているとして「会考」

を廃止した自治体もある。「高考」では国語，数学，外国語が主要３科目

（＝必考科目）で時間配分も多いが，残りの６科目についても合わせて実施

される。この年１度の「高考」において，受験生はすべての科目ではなく

希望する大学の指定科目を見ながらそれに沿って受験するが，このように

年１回の試験で人生を左右する結果が生ずることから，受験生に厳しい重

圧がかかるとされている。最後に大学側が地域配分や性別も考慮しながら，
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成績順に受験生の合否を決定するというのが，その後のプロセスである。

こうした中国の選抜過程を，私たちは今少し理解して，優秀な中国の学生

を確保する上でそこで生み出される情報（高考でどういう成績を修めたか，

どういう大学に進学したか，その大学でどのような成績評価を得たかなど）を生

表１―８ 日本の高等教育機関に在籍する留学生

表１―９ 留学生の在籍高等教育機関の種別内訳

資料：表１―８ 表１―９とも文部科学省『我が国留学生制度の概要』各年
各年５月１日現在 単位：人
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かすべきではないかと私は感じている。

この点で注目してよいのは，大学院での受け入れについて，中国からの

大学院進学者を日本の大学院の側から積極的に開拓する動きが始まってい

ることである。中国の大学は１６８３カ所の大学から，９９カ所の重点大学が

選ばれ，さらにその中から３４カ所の研究型大学が選ばれ，その頂点に２

カ所の世界一流大学が位置するというピラミッド型の構造になっている

（紺野 (2006) 119）。したがってそのトップの清華や北京などには，極めて

優秀な青年が集まっている。この選抜システムを積極的に利用して，清華

大学などの優秀な学生に限定して招請し，大学の研究力を高めるため彼ら

の頭脳の力を借りようとする動きがすでに日米のトップ大学の間で進んで

いる。日本でよく名前が挙がるのは東工大，東大，東北大など工学系大学

院で，これについてはたとえば以下のような報道がある。

「東工大 中国の清華大と大学院教育提携」日経産業 04/03/9, p. 9.

「東大工学系研究科 産学連携拠点設置へ」日経産業 04/06/30, p. 10.

「工学系大学院 中韓２大学と提携 東大受け入れ枠設定」日経 04/09

/18夕刊，p. 1.

「東北大 中国人留学生の獲得強化」日経産業 04/11/11, p. 17.

このような工学系の動きがあるなか，文系の大学院はなお動きが鈍い。

では文系の大学院での中国人学生受け入れについてなお慎重な意見がある

とすれば，その理由はどういう点にあるのだろうか。文系の場合，中国の

大学で学んでいる内容についての教員の間に漠然とした不安が残っている

ことがネックの一つになっていると私は考えている。そもそも中国の大学

カリキュラムはたとえば清華大学や復旦大学のように海外からネットでア

クセスできるものもある。また幾つかの学問分野については調査報告も出

ている（黄 2002，茂住 2003，金 2005，朱 2006，チェン 2006など）。しかしな

お人的交流の不足から，日本に入る情報が限られていることが，こうした

漠然とした不安が残る理由だと考えられる。
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私はこうした不安の一部は中国の大学で使用されているテキストの内容

が知られていない点にあると考え，今回，私の専門である『証券市場論』

に関して，北京と上海などで近年出版されたテキストの内容分析を試みた。

分析に用いたテキストは現地で入手した以下の４冊である（なお中国の

書籍は，たとえば東方書店のサイトでネットをつかい日本で検索してインターネッ

トで取り寄せることは可能だが，船便を利用するため注文から到着まで現在は２ケ

月程度かかっている）。これらは書誌分類に高等学校 gaodengxuexiao（ある

いは高校 gaoxiao：これは日本で言えば高等学校卒業後の教育を広く指している。

なお日本の高校は中国では高級中学 gaojizhongxue あるいは高中 gaozhong とい

う）―教材とあるので大学学部の教材である。

①章融主編『面向２１世紀普通本科経済管理系列企劃教材 証券投資学』

科学出版社，北京 2004．（証券投資－高等学校－教材） p. 204 A4変型

②胡�振主編『高等院校企劃教材 証券投資学』上海財経大学出版社，

上海 2005．（証券投資－継続教育：高等教育－教材） p. 354 B5変型

③貝政新主編『運用財経類系列 証券投資学』復旦大学出版社，上海

2005．（証券投資） p. 506 B5変型

④李多全主編『高職高專国際商務系列教材 証券投資実務』北京大学出

版社，北京 2005．（証券投資－高等学校：技術学校－教材） p. 283 A4変型

この４冊の理論的な水準をみるために，記述項目の有無を検討するとい

う方法をとった（表１―１０）。表１―１０によると④を除くとどのテキストも，

現代の投資理論を概ねカバーしている。④は記述事項の説明も簡略だがこ

れは，表題を『証券投資実務』として実務をうたっていることからすると，

もともと実務書に近い性格の教科書と考えられる。

表１―１０から伺えるように，教授される理論というレベルでは中日の大

学教育における違いは，大きいものではない。違いがどこにあるかといえ

ば，この表以外の部分ではないか。つまり日本ではすでに生じた変化でし

かし中国でこれから生じる制度的側面については，中国のテキストは触れ
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ていない。例示すればそれは，証券市場の自由化，市場間の競争，金融の

証券化，M&A，コーポレート・ガバナンスなどの諸問題である。

もちろん今回の分析作業はたまたま入手したテキストを用いた部分的な

ものに過ぎない。断定的に言うには，さらに多くの主要大学テキストを収

集して分析対象を拡大するとともに，講義の実態も調査する必要がある。

とはいえ現在のところ私は，以上のテキストの比較から中国の学生が現地

の学部専門教育で「証券投資学」という科目で学習する内容は，日本の大

学学部における「証券市場論」あるいは「証券経済論」という講義課目と

学習内容に大きな差はなさそうだと判断している。

２． 両国の言葉の違いを整理する

以下の最後の部分では，授業で実際に使う用語集を提案する。この用語

集に採録した用語は小稿末尾の文献などから取捨したものである。この用

語集を編集する中で，私は日本語と中国語の言葉の違いはそもそもなぜ生

じているのかを整理する必要を感じた。

最初に述べてよいことは相当数の日中同一表現があることである。同じ

表１―１０ 中国の証券投資学教材の記載事項 記載があるものには○

記載項目 ①章 ②胡 ③貝 ④李

テクニカル分析 ○ ○ ○ ○

株価指数 ○ ○ ○

DDM CGM ○ ○ ○ ○

ポートフォリオ理論 ○ ○ ○

CAPM ○ ○

APT（裁定価格理論） ○ ○

リスク管理分析 ○ ○

オプション価値 ○ ○ ○

行動ファイナンス ○
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漢字を使って同じ意味を表わしている事例を思いつくままあげてみる（表

２―１）。この表から分かるように日中で同一の表現は少なくない。

つぎに全く異なる表現の事例をケース分けしてみた（表２―２から表２―５）。

一つは使用する漢字が異なるケース。身の周りの基本動作に関する漢字の

多くが日中で異なっている。それから普通名詞で日本ではカタカナ表記の

ケース。つぎに日本ではアルファベット表記のケース。そして最後に固有

名詞でカタカナ表記となるケースである。

日中の表現がまったく違うという以上のケースに比べて，初学者が混乱

しやすいのは，日中で使用する漢字が微妙に異なるなど言葉の違いが曖昧

なケースである（表２―６から表２―１０）。

おそらくそのなかで量的に最大の部分は簡体字表現である。面倒なこと

に中国で日本では消え去った旧字体が残っているケースや，日本語読みに

したときの音は同じだが日本とは違う漢字をあてはめて熟語を作っている

ケースがある。とくに旧字体が簡体字になっていると，私たち日本人には

もとの漢字がわからないので混乱しやすい。

やっかいなのは，日本でも使用する漢字での表現なのに，中国では独特

のニュアンスが加わり全く異なる意味で使われるケースである（表２―１１）。

はっきり違うのは組織の名称だ。たとえば中国で公安局 gonganju といえ

ば日本の警察。しかし公安という言葉のニュアンスは日本では警察とは微

妙に異なる。

教育分野でこのような言葉の違いをみると，中国では，「高等学校

gaodengxuexiao」は大学をはじめ高校卒業後の教育機関を現わし，大学

院のことは「研究生院 yanjiushengyuan」という。また中国では課目を「課

程 kechang」ということがある。教育に関する言葉の違いは私たち大学の

教員には興味深いので，このほかの気になる教育用語を表２―１２にまとめ

ておいた。

日本では使われない漢字も日本人を混乱させる。日本語でいう中国の民
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弁大学の弁。この元の表現は，��大学。これは中国の私立大学のことで

ある。�に弁をあてはめたのは実は無理がある。そもそも弁という字は中

国で使われておらず，日本では�を使わない。�は「する」「行う」とい

う意味の� ban を簡体字にしたもの。これは花弁の弁（瓣 ban）とは別の

漢字であり，弁護，中国語の�� bianhu の� bian とも別の漢字である。

おそらく ban の音に弁をあてたのだが，弁をいう字をいくら眺めても意

味はわからない。しかし�が元の字だとわかれば，�法 banfa が解決方

法という意味になり，�公室 bangongshi がオフィスの意味となることは

理解できる。

日本で使わない漢字が中国で現役という例は意外に沢山ある。たとえば

売却という意味の中国語は��（銷售 xiaoshou)。銷は売り切るという意味，

售の意味も売るという意味である。この二つの漢字「�」と「�」は日本

では使わないが中国ではよく使う。そして売という字は逆に中国では使わ

れず，中国では代わりに賣 mai の簡体字である�を使う。日本語の販売

と同じ��（販賣 fanmai）という表現もあるが，��が頻出表現。なお購

買という意味には，日本語と同様に��（購買 goumai）が使われている。

中国で使って日本で使わない漢字はほかにも沢山あり私たちを悩ませる。

たとえば	票（匯票 huipiao）は為替手形のことだが，やはり日本ではこの

匯（	）は使わない。この匯の意味は語彙の彙と同じで，一か所にものを

集めることである。

以下の専門用語集では，私たちから見て同一表現といえるものと異なる

表現に見えるものとに粗分けした。簡体字のほとんどは同一表現に分類し

た。異なる表現としたものには，すでに紹介したさまざまなケースが混在

している。また言葉の新旧の問題，地域による表現の違い，日本から入っ

た表現の問題，などの様々な論点について今回は触れていない。
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表２―１ 日中同一表現の例

注：小稿のアルファベット表記は四声表示のない発音表記であり，通常のキーボードを使っ
て簡体字に変換する読者を想定している。

表２―２ 日中で使用漢字が異なる身の回り表現例

表２―３ 日本ではカタカナ表記となる例
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表２―４ 日本語ではアルファベットになる例

表２―５ 日本語ではカタカナ表記となる固有名詞の例

表２―６ 簡体字化により日本人には普段使う漢字と異なって見える例
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表２―７ 中国語の方が繁体字である例

表２―８ 日本語にした音は同じなのに使う漢字は異なっている例

表２―９―１ 類似しているが表現に違いがある例

表２―９―２ 中国独自の表現の例

表２―１０ 語順が転倒している例

表２―１１ 日本でも使う漢字を用いた中国独自の意味の例
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表２―１２ 中国の教育用語の例

中国語専門用語集

� 経済経営用語

表�―１ 経済経営用語（日中同一表現事例）
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表�―２ 経済経営用語（異なる表現）
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� 金融証券用語

表�―１ 金融証券用語（日中同一表現事例）

表�―２ 金融証券用語（異なる表現）
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� 財務会計用語

表�―１ 財務会計用語（日中同一表現）
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表�―２ 財務会計用語（異なる表現）
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